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第１章 行政改革大綱の基本的な考え方 

１ 基本方針 

井原市第７次行政改革大綱の理念と取組を継承するとともに、コロナ禍を契機とした生活態

様の変化やデジタル化の進展、急速な少子高齢化による地域の人口減少など社会情勢の大きな

変革や課題に柔軟に対応するため、効率的かつ効果的な行政運営の転換をより一層図るととも

に、限りある資源を最大限に有効活用することにより、将来にわたって安定的な行政運営を目

指します。 

 

大綱を着実に推進すると同時に、大綱の趣旨が市民や職員にわかりやすいものとするため、

第７次行政改革大綱と同様に具体的な内容を年次計画で明らかにした「実施計画（行政改革プ

ラン）」を設定し、進行管理を行うとともに、その実施状況についてホームページ等を通じて

市民に報告します。 

 

２ 推進期間 

推進期間については、令和７年度から令和１１年度までの５年間とします。 

なお、この期間内でも社会情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて見直しを行うものとします。 
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第２章 具体的な改革の方向性 

１ 行政の担うべき役割の重点化 

（１）民間委託等の推進 

行政運営の効率化、民間活力の有効活用、市民サービスの向上等を図るため、行政が直接

担うよりも効率的・効果的な展開が可能な専門的業務や定型的業務については、行政責任の

確保等に十分留意して、引き続き、積極的に民間委託を推進します。 

なお、契約更新の際に委託先の見直しを行い、市民サービスの向上や経費節減に努めます。 

また、民間の能力やノウハウの活用による運営が適している公の施設1については、指定

管理者による管理を継続するとともに、ＰＰＰ2/ＰＦＩ3などの手法も適宜その活用を探り

ます。 

【行政改革プラン】  

 

＜行政改革プランの見方＞（次項以降も同様） 

区分：継続＝７次大綱から継続する項目、新規＝８次大綱で新たに追加した項目 

年度別計画：○＝実施 △＝検討開始・継続検討 

 

  

 

 
1  公の施設 

野球場、体育館、図書館、公園、市民会館など住民の福祉を増進する目的で、住民が利用するために普通

地方公共団体が設置した施設。 

 
2  ＰＰＰ（Public Private Partnership） 

官民連携事業の総称。 

 
3  ＰＦＩ（Private Finance Initiative） 

公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力等を活用して行う手法。 

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

継続 ○ ○ ○ ○ ○ 各業務における民間委託の推進

継続 ○ ○ ○ ○ ○ 公の施設の指定管理の継続やＰＦＩ等の活用推進

項目

各業務における民間委託の推進

区分
年度別計画

目標の内容・効果等

施設の管理・整備における民間
ノウハウの活用推進
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（２）地方公営企業4の経営健全化 

今後の急速な人口減少等に伴うサービス需要の減少や施設・設備の老朽化に伴う更新需要

の増大など、公営企業を取り巻く経営環境が厳しさを増す中、将来にわたり住民生活に必要

なサービスを提供していくためには、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を図る必要

があります。 

今後も財務状況の透明性の向上を図るとともに、事業の効率的・計画的な運営により経

営の健全化に努めます。 

① 上水道・簡易水道及び工業用水道 

上水道及び簡易水道については、令和２年度に策定した「井原市水道事業経営戦略」に

基づき、両水道事業を統合する「水道事業の一元化」に取り組みます。 

また、適正な料金による経営及び投資の合理化が図れるよう、将来の水需要予測を視野

に入れた水道料金水準と料金体系を検討します。 

さらに、収益確保に向けて、計画的な老朽管の布設替や漏水の早期発見・早期対応によ

る有収率5の向上に努めるとともに、施設の長寿命化による維持管理経費の低減に取り組

みます。 

工業用水道については、現状安定した収入が確保できていますが、将来の更新需要に

備えるため、資金残高の確保に努めるとともに、維持管理に万全を期すよう努めます。 

  

 

 
4  地方公営企業 

地域住民の福祉の増進を目的として行う給水事業、電気事業、交通事業、ガス事業など地方公共団体が

経営する企業。 

 
5  有収率 

給水する水量（給水量）と料金として収入のあった水量（有収水量）との比率であり、数値が高いほど効率

よく水道水を供給できている。 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9C%B0%E6%96%B9%E5%85%AC%E5%85%B1%E5%9B%A3%E4%BD%93
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BC%81%E6%A5%AD
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② 公共下水道 

本市の公共下水道は、事業計画に従い、井原地区における公共下水道と、芳井地区の特

定環境保全公共下水道6について使用開始区域を拡大していきます。 

また、整備した下水道施設をより適正に維持管理できるよう、ストックマネジメント7

計画に基づき下水道施設の点検・調査を実施し、長寿命化を図ることにより維持管理経費

の低減に取り組んでいきます。 

さらに、独立採算の原則により、令和５年度に策定した「井原市下⽔道事業経営戦略」

に基づいて、適正な下水道使用料への見直しや、下水道への接続勧奨による水洗化率8の

向上を図り、持続的な下水道サービスの提供及び健全な下水道経営に努めます。 

【行政改革プラン】  

 

  

 

 
6  特定環境保全公共下水道 

公共下水道のうち、主として市街化区域以外で設置される下水道で、処理対象人口が概ね 1,000人以

上 10,000人以下であるもの。 

 
7  ストックマネジメント 

長期的な視点で下水道施設全体の今後の老朽化の状況を考慮し、リスク評価等による優先順位付けを行

った上で、施設の点検・調査、修繕・改築等を実施し、施設全体を対象とした施設管理を最適化すること。 

 
8  水洗化率 

処理区域内人口のうち、実際に下水道へ接続した人口の割合（水洗化人口／処理区域内人口） 

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

継続 ○ ○ ○ ○ ○

簡易水道事業の受け入れ体制が整い次第、上水
道事業との事業統合を進めるとともに、水道事
業経営戦略に沿った安定的な財政基盤の構築を
図る

新規 ○ ○ ○ ○ ○
老朽管の布設替、漏水の早期発見・早期対応に
より、有収率の向上に努め、収益を確保する
令和５年度実績８５.８％

継続 ○ ○ ○ ○ ○
適正な下水道使用料への見直しを行うととも
に、下水道施設の点検・調査を実施し、長寿命
化を図る

新規 ８５.９％ ８７.６％ ８９.３％ ９０.３％ ９０.８％
下水道への接続勧奨による水洗化率の向上
令和５年度実績８１.７％

目標の内容・効果等

水道事業経営戦略の推進

有収率の向上

下水道事業経営戦略の推進

水洗化率の向上

項目 区分
年度別計画
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（３）地域主体の協働のまちづくりの推進 

複雑多様化する社会情勢や急激に進む人口減少、少子高齢化社会の中、さまざまな課題の

解決を行政まかせにするのではなく、「自分たちのまちは自分たちで考え、輝かせていく」

という市民協働の基本理念のもと、地域内の多様な主体が持てる力を出し合い、地域に根差

した協働のまちづくりが必要です。 

そのため、平成２０年度に策定した「いばら市民協働の基本指針」及び令和５年度に策定

した「井原市まちづくり協議会まちづくりガイドライン」に基づき、地域が主体となったま

ちづくりが展開されるよう、地域住民、自治会や地域内の各種団体、企業、ＮＰＯ法人、学

校園、行政など多様な主体が対等な立場で必要な情報を共有し、それぞれの特性（＝能力、

得意分野、長所）を生かしながら連携・協力して活動する「協働のまちづくり」を推進して

いきます。 

【行政改革プラン】  

 

  

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

新規 ○ ○ ○ ○ ○ 地域課題の共有・情報提供など

区分
年度別計画

目標の内容・効果等

定例会議・研修会の開催

項目
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２ 行政ニーズへの迅速、的確な対応  

（１）組織の整理合理化 

組織については、平成３０年度から令和９年度を計画期間とする「井原市第７次総合計

画」に示す政策目標に基づき、効率的・効果的に事務事業を処理できるような組織とする

必要があります。このため、多様な市民のニーズに迅速に対応できるよう、専門的能力を

有する職員の配置や市民にとって利便性が高く、柔軟性・機動性のある組織づくりに努め

ます。 

【行政改革プラン】910 

 

 

  

 

 
9  ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション：digital transformation） 

地方自治体が従来のアナログな手続きや業務をデジタル化し、情報の共有や処理の効率化を推進するこ

とで、行政の効率性や住民サービスの質を向上させることを目指すもの。 

 
10 ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標：Sustainable Development Goals） 

2015年 9月の国連サミットで採択された「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社

会の実現のための 2030年を年限とする 17の国際目標とそれらを達成するための具体的な 169の

ターゲットのこと。 

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

継続 ○ ○ ○ ○ ○
ＤＸ9やＳＤＧｓ10といった、時代に合った組織の
あり方について検討しながら組織づくりを行う

新規 ○ ○ ○ ○ ○
効率的・効果的な行政運営を念頭に、市民サービ
スの低下を最小限に留める形での見直しを継続的
に行う

目標の内容・効果等
年度別計画

項目

組織の整理合理化

区分

支所日直業務の見直し
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（２）事務事業の整理合理化 

あらゆる事務事業について、行政の果たすべき責任範囲と、地域住民が自主的に果たす

べき役割分担を明確に区分し、効率的・効果的な行政サービスを提供するため、スクラッ

プ・アンド・ビルド11を基本に、事業評価システムを活用しながら、事務事業の廃止や縮小

など徹底した見直しを行い、選択と集中による財源の重点的・効率的な配分に努めます。  

【行政改革プラン】 

 

 

（３）行政プロセスの改善 

事務処理日数の短縮を図るため、決裁権限について引き続き、見直しを行います。 

【行政改革プラン】

 

  

 

 
11 スクラップ・アンド・ビルド 

既存の組織や仕事を効率性などの面から見直し、整理して、新しいものにつくり直すこと。組織の新設（ビ

ルド）には、同等の組織の廃止（スクラップ）をもって充てる組織管理の手法。 

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

継続 ○ ○ ○ ○ ○ 事業評価システムの活用による事務事業の見直し

項目

事務事業の整理合理化

区分
年度別計画

目標の内容・効果等

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

継続 ○ ○
業務内容等の見直しに併せて決裁権限の見直しを
実施

区分
年度別計画

目標の内容・効果等項目

決裁権限の集中的な見直し
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（４）市民のためのサービス体制づくり 

窓口サービスの改善や市税等の納付方法の多様化などを推進し、市民にとって利便性の高

いサービスの提供に努めます。 

【行政改革プラン】 

 

 

  

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

継続 ○ ○ ○ ○ ○ 年度末・年度初めの日曜日に休日窓口を開設

継続 ○ ○ ○ ○ ○
国が進める公金納付のデジタル化に向けた取組に
沿った、利便性の高いサービスの提供に努める

継続 ○ ○ ○ ○ ○
コンビニ交付の利用促進による市民サービス向上
令和５年度実績：住民票２３.０％、印鑑証明書
２６.１％、所得（課税）証明１６.４％

区分
年度別計画

目標の内容・効果等項目

納付方法の多様化

窓口業務の休日開設

コンビニ交付利用促進
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３ 組織力の強化と職員の育成  

（１）定員管理の適正化 

人口減少、少子高齢化及び医療・福祉の充実、防災・減災への対応など新たな行政需要の

発生により事務量は年々増加しています。 

そうした中、病院事業を除く職員数（他団体への派遣や育児休業により実際に本市の実務

に携わらない者を除く。）は、平成３１年４月１日時点が３５４人で、令和６年４月１日時

点では３４７人となっており、引き続き、行政需要の動向を注視しながら、市民サービスの

低下を招かないよう中長期的視野に立った定員管理が必要です。加えて、定年引上げや定年

退職後の再任用で６０歳を超えて勤務する職員の増加が想定されるため、６０歳以降の職員

が活躍できるよう効果的な人材配置を検討するとともに、職種ごとの現状把握と年齢構成の

平準化を考慮しつつ、デジタル技術の活用や業務の民間委託、地域との協働による役割分担

の明確化を推進し、適正な職員数の維持に努めます。 

【行政改革プラン】 

 

  Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

継続

３６７人 ３７２人 ３６７人 ３７１人 ３６７人 令和６年４月実績　３５３人

３４５人 ３５０人 ３４５人 ３４９人 ３４５人 　　　同上　　　　３３１人

１２人 １２人 １２人 １２人 １２人 　　　同上　　　　  １２人

０人 ０人 ０人 ０人 ０人 　　　同上　　　　    ０人

１人 １人 １人 １人 １人 　　　同上　　　　    １人

９人 ９人 ９人 ９人 ９人 　　　同上　　　　    ９人

２３人 ５人 ４人 ４人 ３人 　　　同上　　　　  １０人

０人 ▲９人 ０人 ▲７人 ０人 令和６年度見込 　   ▲３人

　職員数：一般職＋公営企業部門（上水道、工業用水道、簡易水道、公共下水道）

採用見込数

退職見込数

項目 区分
年度別計画

職員の定員管理

目標の内容・効果等

職員数(病院事業を除く)
　４月１日現在の職員数

一般職
（教育職を含む）

公
営
企
業
部
門

上水道

工業用水道

簡易水道

公共下水道
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（２）働き方改革の推進 

職員がより良い仕事を行うためには、ワーク・ライフ・バランスを推進し、心身ともに

健康であることが重要です。定年引上げや再任用職員の増加などにより、職員構成も大き

く変化していく中、性別、年齢、障害の有無やライフステージなどに関わらず、職員誰も

が活躍できる組織の構築を目指し、時間外勤務の縮減や休暇等が取得しやすい職場環境の

整備に努めます。 

【行政改革プラン】12 

  

  

 

 
12 庶務管理システム 

職員の出勤簿、休暇、時間外勤務等を管理する電子システム 

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

新規 ○ ○ ○ ○ ○
庶務管理システム12を活用した出退勤の把握
心理士によるカウンセリング事業の周知と活用

新規 ○ ○ ○ ○ ○ 年次有給休暇、育児休業の取得促進

新規 △ △ △ △ △
時差出勤やテレワークなどの柔軟な働き方の検
討、新たな働き方の調査研究

目標の内容・効果等区分
年度別計画

項目

適切な勤務時間の把握と健康確
保措置

ワーク・ライフ・バランスの推進

多様で柔軟な働き方の推進
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（３）人材育成の充実 

社会情勢の変化、複雑・高度化する行政課題や市民ニーズに柔軟に対応するためには、職

員一人ひとりが意欲的に取り組んでいくことが求められています。引き続き、平成２８年度

に改定した「井原市人材育成基本方針」及び令和５年度に策定した「井原市 DX 人材育成方

針」で示されている職員像を目指し、各種研修や職員提案制度の活用を通して職員の能力向

上を図り、市民のニーズを的確に把握した市民満足度の高いサービスの提供につなげます。 

また、引き続き、人事評価制度の実施により、職員の能力や実績等を適正に評価すること

で、職員の士気向上と組織力の強化を目指します。 

【行政改革プラン】 

 

  

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

継続 ○ ○ ○ ○ ○
年度毎に研修計画を策定
定例研修とタイムリーな研修を組み合わせて実施

新規 ○ ○ ○ ○ ○
女性管理職の登用と育成
能力や適性に応じた職員の育成

継続 ○ ○ ○ ○ ○ ＯＪＴ、職員提案など意識改革を促す職場づくり

区分
年度別計画

目標の内容・効果等項目

職員研修の実施

職員の計画的育成
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４ 公正の確保と透明性の向上   

（１）情報公開等の推進 

市民との協働のまちづくりを推進していく上では、公正の確保と透明性の向上を図ること

が一層必要となります。そのため、引き続き、情報公開制度や行政手続制度の適正な運用を

図るとともに、ＳＮＳ13を活用した多様な広報ツールでの情報発信など、よりわかりやすい

情報の提供、様々な行政情報へのアクセスの改善を積極的に推進します。 

また、各種計画等の策定等に当たっては、市民アンケートやパブリックコメント14制度を活

用し、引き続き、各施策に市民の意見がより反映されるよう努めます。さらに、各施策につ

いて、より公正で透明性の高い施策展開を目指すため、行政評価システム15の導入について

検討します。  

【行政改革プラン】 

 

  

 

 
13 ＳＮＳ（Social Networking Service） 

登録された利用者同士が交流できるWebサイトの会員制サービスのこと。 

 
14 パブリックコメント制度（Public Comment、意見公募手続） 

公的な機関が規則あるいは命令などを制定しようとするときに、広く公に（=パブリック）に、意見、情報、

改善案など（=コメント）を求める手続をいう。公的な機関が規則などを定める前に、その影響が及ぶ対象

者などの意見を事前に聴取し、その結果を反映させることによって、よりよい行政を目指すもの。 

 
15 行政評価システム 

政策、施策及び事務事業について、成果指標等を用いて有効性又は効率性を評価する手法のことをい

い、その達成状況を事後にチェックし、その結果を住民に公表していく。 

   政   策・・・大局的な見地から地方公共団体が目指すべき方向や目的を示すもの 

   施   策・・・「政策」という上位目的を達成するための個々の方策 

事務事業・・・施策目的を達成するための具体的手段 

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

継続 ○ ○ ○ ○ ○ 情報公開制度の適正な運用と制度の周知

継続 ○ ○ ○ ○ ○
井原市公式ホームページを主体に重要施策や注
目情報を積極的に発信するため、ＳＮＳとの連
携運用について一層の工夫を図る

継続 △ △ △ △ ○
公正の確保と透明性の向上を目指した行政評価
システムの検討

区分
年度別計画

目標の内容・効果等項目

情報公開の推進

情報提供の推進

行政評価システムの検討

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/security/glossary/11.html#w03
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E6%84%8F%E8%A6%8B&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%83%85%E5%A0%B1
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（２）審議会等への市民参画の推進 

審議会等については、広く市民の声を市政に反映し、市政への理解と信頼を深めるた

め、様々な視点から見直し、簡素・合理化に努めてきました。 

今後も、女性委員の登用や公募枠の確保を推進するとともに、政策検討の場である審議

会等の透明性を高めるため、公開を原則とします。 

【行政改革プラン】 

 

  

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

継続 ○ ○ ○ ○ ○
市の施策や方針決定の場へ男女の意見が十分に
反映されるよう、審議会等の女性委員の登用を
積極的に推進していく

継続 ○ ○ ○ ○ ○
井原市の審議会等について公募委員枠の確保に
努める

継続 ○ ○ ○ ○ ○
必要最小限の委員数となるように委員数の抑制
に努める

項目 区分

女性委員の登用

公募委員枠の確保（３人以上）

年度別計画
目標の内容・効果等

委員数の抑制（法定のものを除
き１５人以内）
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５ 電子自治体の推進  

（１）ＤＸの推進による行政事務の効率化 

現在の自治体情報システムにおいては、行政サービスがワンストップで誰でもどこでもい

つでも受けられるように、利用者の視点に立った電子行政サービスの実現と行政改革への貢

献が期待されています。これらを実現するため、全国共通の仕様による標準化システム16を

構築し、従来の制度や業務のやり方を見直すことにより業務の効率化や新たなサービスの提

供を目指します。 

また、業務が増加・多様化する中でも、効率的な行政運営を行っていくため、定型的な事

務作業を自動化するＲＰＡ17やＡＩ18等を用いた技術について、引き続き、適用業務の拡大を

行い、行政事務の効率化を目指します。 

【行政改革プラン】1920 

 

 

 
16 標準化システム 

自治体における情報システムの共同利用、手続の簡素化、迅速化、行政の効率化等を推進するため、国が

一定の基準や規格を設け、統一的な取り扱いとする情報システムのこと。 

 
17 ＲＰＡ（Robotic Process Automation） 

自動化される業務のプロセスを定義したシナリオに基づき、人がパソコン上で行う定型業務をソフトウェ

アのロボットにより自動化するもの。 

 
18 ＡＩ（Artificial Intelligence） 

人工知能 

 
19 20業務 

児童手当、子ども・子育て支援、住民基本台帳、戸籍の附票、印鑑登録、選挙人名簿管理、固定資産税、個

人住民税、法人住民税、軽自動車税、戸籍、就学、健康管理、児童扶養手当、生活保護、障害者福祉、介護

保険、国民健康保険、後期高齢者医療、国民年金 

 
20 バックヤード改革 

主に市役所職員の業務効率化を目指すため、仕事のやり方やプロセスを見直す「業務改革」に取り組むも

の。 

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

新規 △ ○
基幹業務に関する標準化システムの構築（２０

業務19）

新規 △ ○ ○ ○ ○
標準化システムの構築に合わせて定型的な事務
作業を自動化し、効率化を図る
標準化システム稼働の令和８年度までに検討

継続 ○ ○ ○ ○ ○

ＲＰＡやＡＩ等の適用業務の拡大を図り、あわ
せて業務フローの見直しにより事務の効率化を
目指す
職員による自主的な業務適用が行えるよう、シ
ナリオ作成ができる職員の育成を計画的に進め
る

区分
年度別計画

バックヤード改革20

標準化システムの構築

目標の内容・効果等項目

ＲＰＡやＡＩ等の技術を用いた
事務の効率化
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（２）ＤＸの推進による市民サービスの充実 

高度情報化社会に対応するため、市内全域に高速・大容量の通信網を整備し、市民が情報

を利活用できる環境を構築してまいりました。今後は、行政手続きの効率化を図るため、市

民が本市の窓口に出向く手間を最小限に抑え、電子申請の対象を一層拡大し、利便性の向上

を目指します。 

【行政改革プラン】21 

 

 

  

 

 
21 フロントヤード改革 

主に市民サービス向上のため、窓口手続の簡略化やキャッシュレス決済など、市役所の「窓口改革」に取り

組むもの。 

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

新規 ○ ○ ○ ○ ○ 「書かない」、「行かない」窓口の構築を目指す

継続 ○ ○ ○ ○ ○
引き続き電子申告の推進（法人市民税納税通知へ
電子申告案内を同封）を行う

継続 ○ ○ ○ ○ ○
適用業務や様式の拡充について検討し、利用拡大
を図る

項目

電子自治体の推進（フロント

ヤード改革21）

目標の内容・効果等

電子申告による利便性向上（地
方税電子申告サービスの利用）

電子申請による利便性向上(電子
申請、マイナンバーカードの利
用)

区分
年度別計画



- 16 - 

 

６ 自主性、自律性の高い財政運営の確保  

（１）健全な財政運営の確保 

将来にわたって持続可能な財政基盤を確立するため、事業評価システムを活用し事務事

業や補助金の整理合理化等を行うとともに、中長期的な財政予測に基づく計画的な事業展

開に努め、自主性・自律性の高い健全な財政運営を確保します。 

① 財政の健全化 

人口減少や少子高齢化により税収の増加が見込めないことから、従来にも増して歳出

全体の徹底した見直しを行うとともに、予算配分の重点化・効率化を実施することによ

り、選択と集中を図ります。歳入においては、積極的な国・県資金の導入や交付税措置

のある有利な地方債の活用など財源確保に努めるとともに、引き続き、市債の新規発行

の抑制に努め、健全な財政運営を堅持します。 

また、経常収支比率22や地方自治体財政健全化法に基づく実質赤字比率23、連結実質赤

字比率24、実質公債費比率25、将来負担比率26の４指標、地方公会計として国が示す統一

 

 
22 経常収支比率 

経常収支比率とは、財政構造の弾力性を判断するための指標。 

地方税・普通交付税などの使途が制限されない毎年収入される性質の収入（経常的な収入）に対する人件

費・公債費・扶助費など毎年支出される性質の支出（経常的な支出）の割合をいう。 

経常収支比率＝経常的な支出／経常的な収入 

 
23 実質赤字比率 

実質赤字比率とは、一般会計等の赤字の深刻度を表す指標。 

一般会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率をいう。 

実質赤字比率＝一般会計等の実質赤字額／標準財政規模 

※標準財政規模＝「標準税収入額等＋普通交付税額＋臨時財政対策債発行可能額」で求められる。 

言い換えれば、標準的に収入しうる「経常一般財源」の大きさである。 

 
24 連結実質赤字比率 

地方公共団体としての赤字の深刻度を表す指標。 

全会計を対象とした実質赤字（又は資金不足額）の標準財政規模に対する比率をいう。 

連結実質赤字比率＝連結実質赤字額／標準財政規模 

 
25 実質公債費比率 

実質的な公債費（地方債の元利償還金）が財政に及ぼす負担を表す指標。 

一般会計等の支出のうち、義務的に支出しなければならない経費である公債費や公債費に準じた経費

を、標準財政規模を基本とした額で除したものの３か年の平均値をいう。 

実質公債費比率＝（公債費＋実質的な公債費－交付税措置額）／（標準財政規模－交付税措置額） 

  ※交付税措置＝交付税措置のある地方債は、後年度の元利償還金の一部が地方交付税の算定の計算

に入ること。 

 
26 将来負担比率 

将来負担する可能性のある負債等の残高の程度を表す指標。 

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債額を、標準財政規模を基本とした額で除した比率であり、

一般会計等における負債総額が、標準的年間収入の何年分に当たるのかを示すストック指標をいう。 

将来負担比率＝（一般会計等の負債総額－充当可能な財源）／（標準財政規模－交付税措置額） 
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的な基準に基づく財務書類等を活用し、財政状況を的確に把握するとともに、自主的な

財政運営を行うためにも、財政健全化団体又は財政再生団体27への転落を回避すべく、財

政の更なる健全化に努めます。 

 

② 経費の節減 

経常経費全般について見直しを行います。また、事業評価システムの有効活用によ

り、引き続き、限られた財源の重点的かつ効率的な配分に努めるとともに、有利な特定

財源の確保に努め、一般財源の充当を抑制します。さらに、市債の借入については、引

き続き、より低利な資金調達に努めます。 

 

③ 自主財源の確保 

引き続き、産業振興や新規企業の誘致等により市税の増収に努めます。 

また、課税対象の的確な把握、未納市税を含む未収金の徴収強化、口座振替制度の普及

などを引き続き行うとともに、国の取組に沿った公金納付のデジタル化を進め、利便性の

向上を図ることで、市税、分担金、負担金、使用料等の自主財源の確保に努めます。 

未利用財産については、売却や有効活用について検討し、財源の確保に努めます。 

また、本市の特産品のＰＲを行いながら、ふるさと納税制度を活用し歳入の増加を図り

ます。 

 

④ 入札制度の適正化 

公共工事に係る入札・契約手続きとその運用について、既に導入している電子入札の

制度拡充などの検討により、引き続き、透明性と公平性の確保とともに、入札事務の軽

減や応札者の利便性の向上に努めます。 

 

 

 

 

 

 
27 財政再生団体 

実質赤字比率や実質公債費比率などの財政指標が一定水準（財政再生基準）を超えると、「財政再生団

体」になり、国等の関与による確実な再生を図ることとなる。財政再生計画の策定などが義務づけられ、

財政運営が計画に適合しないと認められる場合等においては、予算の変更等が勧告され、行財政運営に

大きな制約がかかることになる。 
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⑤ 監査機能の充実・強化 

現在の監査制度を見据えながら、引き続き、外部監査制度28についての調査研究を行い

ます。 

【行政改革プラン】 

 

  

 

 
28 外部監査制度   

監査機能の専門性、独立性を一層充実させるとともに、住民の信頼をより高めるために導入する 

もので、公認会計士、弁護士などの資格を有する者が、外部監査契約に基づき監査を行う制度 

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

継続 ○ ○ ○ ○ ○ 令和５年度実績　８７.６％

継続 ○ ○ ○ ○ ○ 令和５年度実績　△１９.４％

現年分 継続 ９９.４％ ９９.４％ ９９.４％ ９９.４％ ９９.４％ 令和５年度実績　９９.０％

滞納分 継続 １６.０％ １６.０％ １６.０％ １６.０％ １６.０％ 令和５年度実績　１５.６％

現年分 継続 ９６.０％ ９６.０％ ９６.０％ ９６.０％ ９６.０％ 令和５年度実績　９５.９％

滞納分 継続 １６.２％ １６.２％ １６.２％ １６.２％ １６.２％ 令和５年度実績　１３.７％

現年分 継続 ９９.８％ ９９.８％ ９９.８％ ９９.８％ ９９.８％ 令和５年度実績　９９.８％

滞納分 継続 ３０.９％ ３０.９％ ３０.９％ ３０.９％ ３０.９％ 令和５年度実績　２２.２％

現年分 継続 ９９.８％ ９９.８％ ９９.８％ ９９.８％ ９９.８％ 令和５年度実績　９９.８％

滞納分 継続 ３８.５％ ３８.５％ ３８.５％ ３８.５％ ３８.５％ 令和５年度実績　３４.３％

継続 ５５.０％ ５５.０％ ５５.０％ ５５.０％ ５５.０％ 令和５年度実績　５１.４％

継続 ○ ○ ○ ○ ○ 管理経費の縮減と財産収入の増収

継続 ○ ○ ○ ○ ○
入札制度の適正化を図り、透明性と公平性
の確保に努める

項目 区分
年度別計画

市税等口座振替の推進

未利用財産の売り払い等(管
理経費の縮減と財産収入の
増収)

入札制度の適正化

目標の内容・効果等

経常収支比率の抑制

将来負担比率の抑制

収
納
率
の
向
上

市税

国保税

介護保険料

後期高齢者
医療保険料
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（２）補助金の整理合理化 

令和６年度に策定した「井原市補助金ガイドライン」に基づいて、補助金の成果や公益性

等の適合のほか、団体運営費補助については、繰越金などの団体の決算等を精査し、補助金

の効果を検証します。 

また、効果検証の結果及び事業の意義やニーズを踏まえ、補助金の整理統合など必要とな

る見直し方針を検討し、補助金の見直しを進めます。 

【行政改革プラン】 

 

 

（３）受益者負担の適正化 

受益者負担については、負担の公平性の観点から、受益と負担のあり方について定期的な

見直しを行うこととし、物価の動向、他市の状況等を勘案しながら適正な負担水準の設定に

努めます。  

また、公共料金の滞納者に対して徴収の強化を行うとともに、行政サービスの制限の措置

を行うなど、市民の納付に対する公平性の確保及び健全な財政の運営に努めます。 

【行政改革プラン】 

 

   

  

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

新規 ○ ○ 補助金ガイドラインに沿う、効果検証の実施

継続 ○ ○ 補助金ガイドラインに沿う、見直しの実施

補助金の効果検証

補助金の定期的な見直し

項目 区分
年度別計画

目標の内容・効果等

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

継続 ○ ○ 使用料・手数料等の見直し

項目 区分
年度別計画

目標の内容・効果等

使用料・手数料等の定期的な見直し
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（４）公共施設マネジメントの推進 

本市の公共施設は、高度経済成長期に整備された施設が多く、建替えや大規模改修のタイ

ミングを同時期に迎え、財政を圧迫することが懸念されるため、人口減少に伴う施設総量の

適正化、予防保全の取組と安全性の確保、コストの縮減と平準化などを推進する必要があり

ます。 

引き続き、令和５年度に改定した「井原市公共施設等総合管理計画」に示す公共施設全

体に関する基本方針並びに同計画に基づく用途別施設計画29に沿って、公共施設の統廃合・

複合化・多機能化を積極的に推進するとともに、既存施設の定期的な点検や修繕による予

防保全及び計画的な機能改善による長寿命化を推進し、公共施設に係るコストの縮減と平

準化を図ります。 

【行政改革プラン】 

 

 

 
29 用途別施設計画 

公共施設総合管理計画で定めた公共施設の全体方針を基本とし、施設の用途ごとに具体的な対応方針を

定めた計画で、公共施設個別施設計画、学校施設長寿命化計画、公営住宅等長寿命化計画、道路橋梁長

寿命化計画、水道施設インフラ長寿命化計画、ストックマネジメント計画が該当。 

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

継続 ○ ○ ○ ○ ○
公共施設等総合管理計画並びに用途別施設計
画に基づき、施設の統廃合・複合化・多機能
化や施設の維持管理に取り組む

新規 ○ ○ ○ ○ ○
公共施設個別施設計画で設定した施設ごとの
今後の対応方針の実施時期について、対象施
設の関係者との調整を進め決定する

項目 区分
年度別計画

目標の内容・効果等

公共施設個別施設計画の進捗管理

公共施設等総合管理計画と用途別施
設計画に基づく公共施設マネジメン
トの推進


